




































る｡ この点から考えれば､ 防衛施設 (軍事基
地) や裁判所､ あるいは国会の立地について
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ている｡ 表中(1)の ｢周辺環境整備｣ に該当
するのは環境整備法第 8条及び第 9条に基づ
く支出であり､ (2)の ｢住宅防音｣ に該当す














(Special Action Committee on Facilities and Areas in Okinawa)｣ のことである｡
２ 特定防衛施設整備調整交付金の成立過程については､ 川瀬 (2013) に詳しい｡

































表１ 基地周辺対策経費 (2011年度) (単位：百万円)
基地周辺対策経費
全 国 沖 縄 比率 (％)
118,509 100.0％ 14,943 100.0％ 12.6％
(1) 周辺環境整備 78,666 66.4％ 9,416 63.0％ 12.0％
① 障害防止事業 12,681 10.7％ 1,649 11.0％ 13.0％
② 騒音防止事業 12,564 10.6％ 2,748 18.4％ 21.9％
③ 民生安定助成事業 17,304 14.6％ 1,386 9.3％ 8.0％
④ 道路改修事業 7,307 6.2％ 259 1.7％ 3.5％
⑤ 周辺整備統合事業 687 0.6％ 0 0.0％ 0.0％
⑥ 周辺整備調整交付金 19,504 16.5％ 3,001 20.1％ 15.4％
⑦ 移転措置事業 7,830 6.6％ 314 2.1％ 4.0％
⑧ 緑地整備事業 735 0.6％ 39 0.3％ 5.3％
⑨ 施設周辺の補償 53 0.0％ 21 0.1％ 39.6％
(2) 住宅防音 39,843 33.6％ 5,527 37.0％ 13.9％
注) 1. 当初予算額
2. SACO関係経費は除く
出所) 沖縄県 『沖縄の米軍及び自衛隊基地 (統計資料集)』 平成24年 3月､ pp. 46-47の表を加筆・修正し
て作成｡
４ 次いで､ 金武町 (59.3％)､ 北谷町 (52.9％)､ 宜野座村 (50.7％) と 4団体が行政面積の50％以上を米軍基地に提供して
いる｡ 30％を越える団体も､ 東村 (41.5％)､ 読谷村 (35.8％)､ 伊江村 (35.2％)､ 沖縄市 (34.5％)､ 宜野湾市 (32.4％)
























































億円 (9.5％)､ 青森県19.9億円 (7.5％)､ 山
口県17.0億円 (6.4％)､ 北海道16.5億円 (6.2
％)､ 埼玉県14.4億円 (5.4％)､ 千葉県10.3







６ ここでいう米軍資産とは､ 安保条約第 6条及び地位協定第 3条第 1項の規定により建設し､ 設置した建物及び工作物のこ
とである｡
７ ただし､ 助成交付金および調整交付金は市町村に対して交付されるものであるが､ 表 2では都道府県別に集計してある｡
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表２ 助成交付金および調整交付金の配分状況 (2011年度) (単位：億円､ ％)
助成交付金 調整交付金 合 計
交付金額 割合 対象市町村数 割合 交付金額 割合
対象
市町村数 割合 割合
北 海 道 16.5 6.2% 53 17.8% 0.2 0.3% 1 1.8% 16.6 5.0%
青 森 県 19.9 7.5% 11 3.7% 6.5 9.5% 3 5.4% 26.4 7.9%
岩 手 県 0.3 0.1% 3 1.0% 0.0 0.0% 0 0.0% 0.3 0.1%
宮 城 県 5.4 2.0% 11 3.7% 0.0 0.0% 0 0.0% 5.4 1.6%
秋 田 県 0.2 0.1% 3 1.0% 0.0 0.0% 0 0.0% 0.2 0.1%
山 形 県 0.3 0.1% 2 0.7% 0.0 0.0% 0 0.0% 0.3 0.1%
福 島 県 0.3 0.1% 6 2.0% 0.0 0.0% 0 0.0% 0.3 0.1%
茨 城 県 3.8 1.4% 8 2.7% 0.0 0.0% 0 0.0% 3.8 1.1%
栃 木 県 1.6 0.6% 2 0.7% 0.0 0.0% 0 0.0% 1.6 0.5%
群 馬 県 1.1 0.4% 2 0.7% 0.0 0.0% 0 0.0% 1.1 0.3%
埼 玉 県 14.4 5.4% 7 2.4% 0.1 0.2% 3 5.4% 14.6 4.3%
千 葉 県 10.3 3.9% 8 2.7% 0.2 0.2% 1 1.8% 10.5 3.1%
東 京 都 34.6 12.9% 14 4.7% 3.7 5.4% 11 19.6% 38.2 11.4%
神奈川県 51.5 19.3% 8 2.7% 8.8 13.0% 7 12.5% 60.4 18.0%
新 潟 県 0.9 0.3% 6 2.0% 0.0 0.0% 0 0.0% 0.9 0.3%
石 川 県 3.2 1.2% 3 1.0% 0.0 0.0% 0 0.0% 3.2 0.9%
山 梨 県 1.5 0.5% 3 1.0% 0.0 0.0% 0 0.0% 1.5 0.4%
長 野 県 0.3 0.1% 2 0.7% 0.0 0.0% 0 0.0% 0.3 0.1%
岐 阜 県 4.8 1.8% 3 1.0% 0.0 0.0% 0 0.0% 4.8 1.4%
静 岡 県 6.5 2.4% 7 2.4% 0.2 0.3% 1 1.8% 6.7 2.0%
愛 知 県 3.0 1.1% 6 2.0% 0.0 0.0% 0 0.0% 3.0 0.9%
三 重 県 1.1 0.4% 5 1.7% 0.0 0.0% 0 0.0% 1.1 0.3%
滋 賀 県 2.8 1.0% 2 0.7% 0.0 0.0% 0 0.0% 2.8 0.8%
京 都 府 3.8 1.4% 7 2.4% 0.0 0.0% 0 0.0% 3.8 1.1%
大 阪 府 3.0 1.1% 3 1.0% 0.0 0.0% 0 0.0% 3.0 0.9%
兵 庫 県 1.5 0.6% 7 2.4% 0.0 0.0% 0 0.0% 1.5 0.5%
奈 良 県 0.0 0.0% 1 0.3% 0.0 0.0% 0 0.0% 0.0 0.0%
和歌山県 0.1 0.0% 1 0.3% 0.0 0.0% 0 0.0% 0.1 0.0%
鳥 取 県 1.5 0.6% 4 1.3% 0.0 0.0% 0 0.0% 1.5 0.4%
島 根 県 0.1 0.0% 2 0.7% 0.0 0.0% 0 0.0% 0.1 0.0%
岡 山 県 1.4 0.5% 3 1.0% 0.0 0.0% 0 0.0% 1.4 0.4%
広 島 県 5.0 1.9% 5 1.7% 0.7 1.1% 3 5.4% 5.8 1.7%
山 口 県 17.0 6.4% 5 1.7% 2.8 4.2% 1 1.8% 19.9 5.9%
徳 島 県 2.6 1.0% 3 1.0% 0.0 0.0% 0 0.0% 2.6 0.8%
香 川 県 0.1 0.0% 3 1.0% 0.0 0.0% 0 0.0% 0.1 0.0%
愛 媛 県 0.1 0.0% 2 0.7% 0.0 0.0% 0 0.0% 0.1 0.0%
高 知 県 0.0 0.0% 1 0.3% 0.0 0.0% 0 0.0% 0.0 0.0%
福 岡 県 6.2 2.3% 16 5.4% 0.0 0.0% 1 1.8% 6.3 1.9%
佐 賀 県 0.6 0.2% 5 1.7% 0.1 0.1% 2 3.6% 0.7 0.2%
長 崎 県 7.1 2.7% 7 2.4% 2.0 2.9% 3 5.4% 9.1 2.7%
熊 本 県 0.4 0.2% 5 1.7% 0.0 0.0% 0 0.0% 0.4 0.1%
大 分 県 1.4 0.5% 7 2.4% 0.0 0.0% 0 0.0% 1.4 0.4%
宮 崎 県 2.2 0.8% 4 1.3% 0.0 0.0% 0 0.0% 2.2 0.6%
鹿児島県 3.2 1.2% 8 2.7% 0.0 0.0% 0 0.0% 3.2 1.0%
沖 縄 県 25.5 9.5% 23 7.7% 42.7 62.8% 19 33.9% 68.1 20.3%
全 国 計 267.4 100.0% 297 100.0% 68.0 100.0% 56 100.0% 335.4 100.0%
















算補助｣ であり､ 調整交付金は ｢要綱｣ に基




























































恩納村 (31.0％)､ 金武町 (26.9％)､ 嘉手納
町 (26.3％) と4団体ある｡ 10～20％占める
団体は伊江村 (14.0％)､ 渡名喜村 (11.0％)､
北谷町 (10.3％) の 3団体となっている｡
また､ 金額ベースでみると､ 沖縄市の約
35.0億円を筆頭に､ 名護市 (29.1億円)､ 金
武町 (28.7億円)､ 宜野座村 (24.3億円)､ 恩
納村 (24.0億円)､ 嘉手納町 (20.8億円) の 6
自治体が20億円以上の収入を得ている｡ 10～
20億円の収入のある団体は北谷町､ うるま市､








































図 1によると､ 特に財源に余裕のある 4団
(嘉手納町､ 金武町､ 恩納村､ 宜野座村) の
うち嘉手納町を除く 3団体 (金武町､ 恩納村､
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９ 県下41市町村のうち､ 米軍基地および自衛隊基地が所在するのは 8団体 (那覇市､ 沖縄市､ うるま市､ 国頭村､ 本部町､
恩納村､ 金武町､ 久米島町)､ 米軍基地のみが所在する市町村は13団体 (宜野湾市､ 石垣市､ 浦添市､ 名護市､ 東村､ 宜
野座村､ 伊江村､ 読谷村､ 嘉手納町､ 北谷町､ 北中城村､ 渡名喜村､ 北大東村)､ 自衛隊のみが所在する市町村は 4団体




用地料 (66％) である｡ 宜野座村の場合､ 基
地関係収入は24.3億円､ 軍用地料は18.3億円
(75％)､ 恩納村の場合は基地関係収入が24億





















10 分収金については､ 川瀬 (2013) に詳しい｡
11 難波孝志 ｢沖縄の軍用地におけるコモンズの諸問題｣ 『大阪経大論集』 第63号第 5号､ 2013年 1月､ p.35｡
図１ 財政力格差と基地関係収入
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13 ｢普天間飛行場の移設に係る政府方針｣ の ｢別紙 2 ｣ の ｢財政的な措置｣ の中で､ ｢本案に係る施策・事業を着実に推進す
る上で､ 相当規模の予算を要することから､ 今後､ 本案に係る施策・事業の具体化にあたっては､ その進捗に応じて予算
上の特別の配慮を行うこととする｡｣ を記されている｡
